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１．はじめに
1.1　問題の所在
NPO 法が施行されて以降日本でもかなり多くの NPO 法人が生まれ、現在ではその数が 5
万を超えるといわれる。その活動分野や組織におけるミッションはもとより、提供するサービ
スや組織のありようもまたさまざまであり、そうした多様性こそが NPO の 1 つの独自性とも
される。
そのような NPO の状況を把握すべくこれまでいくつもの実態調査が試みられ、NPO 組織
の現状と問題点が明らかにされてきつつある。このうち、NPO 組織が資金や人材の不足・獲
得の困難さを抱えている、という点は頻繁に指摘がなされている（ひょうごボランタリープラ





























































































































全体 度数 147 251 575 486 211 1670
％ 8.8% 15.0% 34.4% 29.1% 12.6% 100.0%
調査地別 兵庫（2016） 度数 51 93 172 170 74 560
％ 9.1% 16.6% 30.7% 30.4% 13.2% 100.0%
神奈川（2017） 度数 96 158 403 316 137 1110
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ものであるかについて確認しておく必要があるだろう。単純に考えれば、「多忙であること」
は労働者にとって好ましいものだとは言い難い。それが心身の疲労だけでなく、日々のタスク




















スタッフのモチベーションが低い 0.403 0.000 1661
スタッフ間で意見の対立がよく起こる 0.366 0.000 1660
会議は普段、和気あいあいとした様子で進行する -0.165 0.000 1656
スタッフ同士で食事や遊びに行くことがよくある -0.112 0.000 1654
（神奈川のみ）組織の目標達成に向けた活動が十分にできている -0.173 0.000 1100
（神奈川のみ）この先、組織が存続していけるかどうか心配だ 0.334 0.000 1101
【今後の展開についての意向】
地域社会とのつながりをもっと強化したい 0.203 0.000 1654




5 いわゆる、サラモンらによるNPO の特徴の整理・定義を参照（Salamon 1994＝1994）。
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表 4　組織体制と多忙度の関係（平均値の差）
平均値 S.D. N F p
全体 2.783 1.119 1670
事務局スタッフ数 2人以下 2.690 1.141 645 3.982 0.019
3-5人 2.832 1.123 542
6人以上 2.866 1.076 441
その他の活動者数 5人以下 2.694 1.148 571 4.042 0.018
6-10人 2.833 1.119 353
11人以上 2.871 1.064 613
正会員数 10人以下 2.742 1.204 465 1.595 0.203
11-20人 2.748 1.115 473
21人以上 2.848 1.057 637
事務局スタッフ 0% 2.536 1.110 612 28.040 0.000
有給者比率 50％未満 2.817 1.202 120
50％以上 2.976 1.077 820
その他活動者 0% 2.668 1.106 710 9.864 0.000
有給者比率 50％未満 2.983 1.192 115


















平均値 S.D. N F p
全体 2.783 1.119 1670
年間総収入 100万円未満 2.564 1.133 404 18.796 0.000
100-1000万円未満 2.647 1.143 485
1000-3000万円未満 2.902 1.084 338
3000万円以上 3.083 1.002 385
収入内訳： 000.0936.21783541.1257.2%0
会費収入比率 5％未満 3.034 1.035 388
5-20％未満 2.794 1.119 374
20％以上 2.556 1.098 410
収入内訳： 000.0343.01308911.1427.2%0
寄付金収入比率 5％未満 3.082 1.004 269
5-15％未満 2.864 1.118 243
15％以上 2.588 1.140 245
収入内訳： 310.0295.3384341.1456.2%0
自主事業収入比率 15％未満 2.850 1.092 300
15-60％未満 2.888 1.080 357
60％以上 2.789 1.113 413
収入内訳： 590.0031.25601351.1157.2%0
受託事業収入比率 40％未満 2.969 1.047 196
40-80％未満 2.767 0.948 129


























のが表 6 である 10。
表 6　活動内容（分野・地域・特定事業実施）との関連（平均値の差）
 
平均値 S.D. N F p
全体 2.783 1.119 1670
活動分野 保険・医療・福祉 不実施 2.602 1.109 752 36.506 0.000
施実）無有施実（ 2.932 1.107 913
子ども健全育成 不実施 2.788 1.133 1063 0.062 0.803
実施 2.774 1.097 602
環境保全 不実施 2.814 1.135 1403 6.762 0.009
実施 2.618 1.021 262
学術・文化・芸術・スポーツ振興 不実施 2.822 1.131 1335 8.011 0.005
実施 2.627 1.062 330
まちづくり 不実施 2.741 1.130 1154 5.374 0.021
実施 2.879 1.092 511
特定事業 介護保険事業 不実施 2.724 1.117 1404 24.018 0.000
施実施実 3.122 1.032 214
支援費事業 不実施 2.718 1.118 1253 14.938 0.000
実施 2.973 1.073 364
その他行政からの受託事業 不実施 2.718 1.126 1190 12.544 0.000


































理事会 0.032 0.191 1650
総会や理事会以外の定例会議 0.058 0.021 1596
不定期に開催されるミーティング 0.060 0.018 1556




























（1）協働内容 1 つずつについて〇があれば「1」、なければ「0」の値を与える 2 値変数を作













相手毎の 行政 0.131 0.000 1643
協働内容数 社会福祉協議会 0.159 0.000 1645
民間企業 0.082 0.001 1645
生活協同組合 0.107 0.000 1645
病院・福祉施設 0.142 0.000 1645
学校 0.041 0.096 1645
社団法人・財団法人 0.098 0.000 1645
地縁団体 0.094 0.000 1645
NPO法人・ ボランタリー団体 0.141 0.000 1644

















11 表 5 においては受託事業収入と多忙度が関連しているとはいないことが示され、ここでも他組織との協働に比べれば行













行政の政策動向を意識して活動や事業を行っている 0.182 0.000 1628
行政の指導や助言に従って事業を運営することが多い 0.189 0.000 1631
スタッフは組織の設立経緯をよく知っている -0.140 0.000 1650
一人ではなく複数人で業務に当たることが多い -0.058 0.019 1651
活動の方針は常にみんなで議論して決めている -0.105 0.000 1657
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表 10　多忙度に対する影響力（重回帰モデル）
 
　 β sig 　 β sig 　 β sig 　 β sig 　 β sig
団体継続年数 -.017 -.017 -.010 -.030 -.018
調査地域 神奈川 .001 .009 .002 .014 .015
事務局スタッフ数 3-5人 .037 .034 .021 .064 * .041
6人以上 .023 .023 -.006 .047 .016
事務局スタッフ有給者比率 5割未満 .040 .041 .037 .028 .033
5割以上 .130 ** .120 ** .112 ** .087 * .074
年間総収入 .082 .061 .050 .039 .007
収入内訳：会費収入比率 0％ -.032 -.055 -.030 -.058 -.071
5％未満 .056 .040 .037 .043 .015
5-20％未満 .018 .017 .000 .014 -.007
活動分野 保険・医療・福祉 .077 * .043
特定事業実施 介護保険事業 .061 * .075 **
支援費事業 .010 -.013
相手毎の協働内容数 行政 -.014 -.020
社会福祉協議会 .025 -.008
病院・福祉施設 .024 .010
NPO・ボランタリー団体 .080 * .103 **
協働相手の幅広さ .085 * .083 *
組織風土 行政からの助言や指導 .133 ** .115 **
設立経緯の理解 -.081 ** -.081 **
活動情報の共有 -.201 ** -.199 **
37213131933171319431N
調整済みR 2 .041 ** .051 ** .061 ** .111 ** .134 **
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